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問題と目的

　従来の先行研究においては，“なぜ子どもは問題行動や非行を引き起こすのか？”という

問いにもとづき，問題行動や非行の経験頻度が相対的に高い＜問題生徒＞と，相対的に低い

＜一般生徒＞との比較から，問題生徒にみられる心理的特質が明らかにされてきた。その結

果，攻撃性の高さ（大渕・山入端・藤原，1999；Fite & Colder 2007）や衝動性の高さ（小

保方・無藤，2005；Carroll, Hemingway, Bower, Ashman, Houghton,& Durkin, 2006）

は問題行動を促進し，規範意識の高さ（臼井・橘，2007）は問題行動を抑制するなど，問題

生徒に特徴的に見られる心理的傾向が明らかにされてきた。思春期の真っただ中にいる中学

生の問題行動を抑制するために，その原因を明らかにしていく研究は必要である。

　しかし，学校内で引き起こされる生徒の問題行動を抑制する視点に偏りすぎた研究には限

界がある。ヒトの発達として見たときに，思春期は，教師や親が設定する枠から逸脱する問

題行動を生じやすい時期だからである。

　中学生は第二次反抗期の始まりの中にあり，思春期における行動上の問題として親や教師

など大人に対する反抗が顕在化する（佐々木，1994）。思春期の特定の時期に問題行動が増

加する現象は文化を超えて普遍的に報告されている。発達的な視点から逸脱行動について検

討した研究では，生涯に渡って逸脱行動に関与するグループと，青年期のみに逸脱行動に関

与し，成人期にさしかかると非行や犯罪から離れていくグループが明らかにされており，後

者のグループは，発達的に正常なものとみなされている（Moffitt, 1993）。日本においても

同様に，14 ～ 16 歳あたりで反社会的行動がピークに達する逆U字型の結果が報告されて

いる（原田・米里，1997；岡邊，2007）。つまり青年期の一時期に顕著にみられる反社会的

な態度や行動は，文化を越えた普遍的な発達現象として考えることができる。

　発達的な視点から問題行動をとらえると，思春期にみられる問題行動は，青少年の健全な

発達に望ましくない行動と言いきれない側面もある。なぜならば，第二次反抗期とよばれる

親や社会に対する批判や反抗を経験していくなかで，自立や自己同一性の確立に向かう時期

（落合，1991）と言われているからである。中学生の問題行動は一定程度起きるものであり，

完全にゼロの状態にすることはできない。したがって，問題行動を抑制する視点だけでは不

十分と言えるだろう。

　本研究では，問題行動という逸脱的な側面だけでなく，学校内で問題行動を引き起こさず

に生徒が学校において生活している側面にも注目する。青少年は，逸脱的な文化と遵法的な

文化を漂流している（Matza, 1964）。青少年は，法律から逸脱した文化と，法律を遵守す

る文化の両方を行き来しているのである。これを学校に当てはめれば，第二次反抗期の中で，

問題行動を引き起こす中学生であっても，学校内で四六時中問題行動ばかりを引き起こして
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いるわけではない。“行事に参加する”，“ある特定の科目に対しては意欲的に取り組む”など，

教師が設定した枠の中で生徒は学校で生活している場面もある。

このように，逸脱的な側面と遵法的な側面の 2側面から学校内における生徒の学校的を捉え

ていく。

　逸脱的な側面だけでなく，生徒が学校生活に関与することに注目する意義もある。なぜな

らば，学校内では，問題行動や非行をやらないことだけでなく，教師が生徒に要請する活動

に取り組むことも中学生には求められている（Eccles, Midgley, Wigfield, Buchanan, 

Reuman, Flanagan, & Iver,1993 ; 岡田，2006; 諏訪，2007）。そのため，中学生が教師から

要請された枠に収まっている遵法的な文化に対応する行動指標も研究対象としなければなら

ない。

　従来の研究のように“なぜ生徒は逸脱するのか？”という観点からの研究は，思春期の中

学生の特徴の一側面しか明らかにできない。中学生の発達的な特徴を踏まえるなら，“第二

次反抗期を経験し学校の枠から逸脱的になるはずの生徒が，なぜ遵法的な学校文化に留まっ

ているのか？”という観点から中学生の学校適応を研究することも重要である。

　耳塚（1980）は，学校と教師の持つ価値への肯定的な適応を示すことを向学校的と定義し

ている。行事やある特定の科目に意欲的に取り組むことは，学校と教師の持つ価値への肯定

的な適応と言える。そこで，耳塚（1980）を参考にすると，学校と教師の持つ価値観への肯

定的な適応を示し，学校内の活動に取り組めている生徒の行動を向学校的行動と定義できる。

問題行動という指標と，向学校的行動という指標の 2つから中学生の学校適応を捉えた研究

が必要である。金子（2012）は，向学校的行動と問題行動の 2つの指標をもとに，向学校的

行動を促進し，問題行動を抑制する生徒指導を，一般生徒と問題生徒を対比させて検討して

いる。その結果，問題生徒の場合，生徒指導は問題行動をあまり抑制しないが，向学校的行

動は促進できることを明らかにしている。学校内で問題行動が多い生徒の場合，問題行動を

止めるよう教師が諭したりする関わりは問題行動を抑制する効果は小さいが， 何気ない場面

で教師が生徒に声かけをするような関わり方によって，向学校的行動を促進することができ

る。この結果を受けて，中学 3年間の縦断調査にもとづいた分析の結果，中学 2年次に向学

校的行動を促進できれば，中学 3年次の問題行動を抑制できることが明らかとなった（金子，

2013）。さらに，中学 2年次の向学校的行動を促進させる生徒指導は，廊下や休み時間に教

師が生徒に対して日常的に声をかけるような能動的な関わりであることが明らかとなった

（金子，2014）。生徒が学校生活に関与する向学校的行動を促進させることによって，間接的

に生徒の問題行動を抑制させることができるということである。生徒の問題行動が発生した

場合，それを抑制しようとする視点にとらわれず，生徒が学校生活に関与していくためにど

うしたらいいか，どのように学校生活に巻き込むかと従来とは異なる視点から生徒指導を行

うことも重要であることが明らかとなった。

　しかし，これらの研究結果の課題は中学校段階にのみ焦点を当てているという点である。

中学校において問題行動が顕在化する際，それは児童期後半の 5～ 6年生からなんらかの兆

候が見られることが少なくない。児童期後半における児童の問題行動について研究を蓄積し

ていく必要があるが，中学生や高校生など青年期前期に焦点を当てた研究と比べると，児童

期の問題行動に焦点を当てた研究は少ない。加えて，中学生の学校適応を問題行動と向学校

的行動の 2つから捉えたように（金子，2013），小学校における児童の学校適応を問題行動
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と向学校的行動の 2つの指標から捉えることも必要である。これによって，児童の問題行動

を抑制し，向学校的行動を促進するために必要な教師の関わり方を明らかにすることができ

る。さらに，向学校的行動を促進することによって問題行動を抑制するモデル（金子，

2013）は，児童期にも応用することはできるのかを検討することができる。

　本研究では，児童期に焦点を当てた研究を行うにあたり，学校現場で児童のどのような行

動が問題視されているのか，また，学校と教師の持つ価値観への肯定的な適応を示し，学校

内の活動に取り組めている児童の行動とはどのようなものかを明らかにすることを目的とす

る。

方法

調査協力者

　首都圏にある公立小学校で管理職経験のある教員 1名，東海地方にある公立小学校で管理

職経験のある教員 2名，合計 3名に面接調査に協力してもらった。面接実施時間は，2時間

程度であった。教員が勤務する学校内で面接を実施した。また公立小学校と公立中学校で勤

務経験のある教員 1名には，面接調査から得られたプロトコルを分類する作業に協力しても

らった。

調査内容

　半構造化面接により，大きく 2つのことを質問した。1つ目は，小学校において教員の目

から見て問題だと判断する児童の行動であった。2つ目は，小学校において児童が学校生活

を頑張っていると教員が感じるときの行動であった。児童の行動に関する発話があった場合，

それをメモして記録した。

結果

小学校における児童の問題行動に関するエピソード

　面接を通して得られたプロトコルの中から，児童の問題行動に関するエピソードを１枚の

カードに１事例になるように抽出した。合計 36 個のエピソードが得られた。

　児童の向学校的行動についても同様に，児向学校的行動に関するエピソードを 1枚のカー

ドに 1事例になるように抽出した。合計 22 個のエピソードが得られた。

　次に，KJ法に準じた方法により，問題行動のエピソードと向学校的行動のエピソードを

分類した。小中学校での勤務経験のある教員１名に依頼し分類を行った。分類する際には，

カテゴリー数を指定せずに分類を行った。その理由は，分析者の恣意的解釈を避け，得られ

たデータの特徴を捉えるカテゴリーを抽出するため（徳田，2004）であった。

　まず，児童の問題行動については，8つの下位カテゴリーが抽出された（Table1）。1 つ

目は，“火遊びをする”，“お店で売っている物を，お金を払わずとってくる”など学校外で

の行動を含む非行に関するものであった。2つ目は，“友達を仲間外れにする”，“友達の悪

口を言う”などいじめに関するものであった。3つ目は，“先生に言われたことに反抗する”，

“先生の指示に従わない”など教員に対して向けられた対教師的行動であった。4つ目は，“友

達を傷つけることを言ってしまう”，“話を聞かなければいけないときに，自分が話したいこ

とを言ってしまう”など衝動性に関する行動であった。5つ目は，“自分がやりたくない課

題をやらない”，“自分が好きなことには集中する”など臨機応変に対応することへの苦手さ
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やこだわりに関する行動であった。6つ目は，“集会や体育など整列しなくてはいけないと

きに列に並ばない”，“イスに座っていられない”など集団行動の苦手さに関する行動であっ

た。7つ目は，“当番や日直をさぼる”，“掃除をさぼる”など自分に与えられた役割を果た

さないことに関する行動であった。

Table1　小学生の問題行動についての分類
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　8つ目は，“授業中，先生の話を聞いていない”，“授業とは関係のないことを考えている”

など不注意に関する行動であった。

　学校外で引き起こされる問題性の大きい非行から，いじめのような子ども同士の関係で生

じる問題，教員への反発など児童と教師の関係性についての問題，自分に与えられた役割を

果たしていない役割放棄，発達障害の症状とも重なるような衝動性，不注意やこだわり，他

者との協調性や集団行動の苦手さなど幅広く児童期の問題行動が明らかとなった。

　次に，児童の向学校的行動については，3つの下位カテゴリーが抽出された（Table2）。1

つ目は，“掃除をする”，“自分で進んで係，日直 , 委員会の仕事に取り組む”など掃除，係，

行事への取り組みなど学校生活全般に関係する行動であった。2つ目は，“困っている友達

を助ける”，“自分より年下の学年の子どもの面倒を見る”など学校生活における他者との付

き合い方に関する行動であった。3つ目は，“前の日に学校に持っていく持ち物を準備する”，

“授業が始まる前にノートや教科書を準備する”など学習面に関する行動であった。

Table2　小学生の向学校的行動についての分類

考察

　本研究では，小学生版の問題行動尺度や向学校的行動尺度を構成していくための予備的研

究として，学校現場で児童のどのような行動が問題視されているのか，また，学校と教師の

持つ価値観への肯定的な適応を示し，学校内の活動に取り組めている児童の行動とはどのよ

うなものかを教員の視点から明らかにすることが目的だった。

　その結果，問題行動については，非行，いじめ，対教師行動，衝動性，こだわり，集団行

動の苦手さ，役割放棄，不注意，以上 8つの下位カテゴリーが抽出された。向学校的行動に
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ついては，学校生活面，集団生活における他者との関わり，学習面，以上 3つの下位カテゴ

リーが抽出された。

　中学生の問題行動（金子，2009）と比べると，中学生と小学生で共通する問題行動がある

一方で，小学校特有の問題行動も明らかとなった。

　小学校と中学校で共通していたのは，児童間で生じるいじめ，教師に対する反抗に関する

ものであった。いじめや教師に対する暴言や暴力は，小中学校で共通して問題視されている。

一方，小学校と中学校で差異が見られたのは，中学校の場合には校則違反に該当するような

標準服や髪型に関する生徒の問題行動が抽出されていた点である。中学校の場合，服装や髪

型についてある程度のルールが学校内で決まっているため，生徒が学校のルールから逸脱す

ることについて教員は問題意識を持っている。それに対して，公立の小学校の場合，その多

くが標準服のような統一された服装を設定していないため，中学校ほど校則違反のような部

分を問題視していないと言えるだろう。

　小学校で特徴的に見られたのは，衝動性，不注意，こだわりといったような自閉症スペク

ラム障害や注意欠陥多動性障害といった発達障害と関連するような行動であった。特別支援

教育への理解が深まる中，教育現場で発達障害への関心が高くなっていると言えるだろう。

　向学校的行動についても，小学生の向学校的行動と中学生の向学校的行動（金子，2009）

では，共通する部分と差異が明らかとなった。中学生の場合には，“授業に集中して取り組む”，

“委員会活動や学級の当番で自分がやらなければならない役割を果たす”，“先生にたのまれ

た仕事に取り組む”など学校生活全般に関する学校生活関与行動が明らかとなっている。こ

れは，小学生の向学校的行動のうち，学校生活面に近い内容となっている。中学生の向学校

的行動では，学校習慣順守行動として，“学校で決められた標準服を着て学校に行く”，“登

校時間までに学校に行く”など学校のルールに従って生活する中学生の様子が明らかにされ

ている。一方，小学校の場合には学習面に関係するところに，“提出物の期限を守る”，“時

間を見て生活する”が含まれている。さらに小学校では，“困っている友達を助ける”，“年

下の学年の子どもの面倒を見る”など，同年齢，異年齢から構成される集団生活における他

者との関わり　を教員は重視していることが明らかとなっており，これは小学校特有のもの

であった。小学校と中学校という学校種の違いによって，問題行動と向学校的行動は少し内

容が異なっていることが分かった。

　ここで明らかになったことを踏まえ，今後は小学生の問題行動と向学校的行動の尺度を構

成し，小学校から中学校への移行期に注目した問題行動の研究を蓄積することが必要だろう。

小学校から中学校への移行期において，いじめ，不登校，暴力などの件数が増える中 1ギャッ

プの問題があるが，小学校段階と中学校段階をつなぐ調査研究を蓄積していくことが必要で

ある。例えば，五十嵐（2011）は，小学校 6年生から中学 1年生にかけての移行期において

不登校に関する調査を行い，小学校段階から不登校傾向が高く，中学校進学後にさらに不登

校傾向が増加した生徒は，集団活動スキルと課題遂行スキルが低いことを明らかにしている。

小学校段階から中学校段階にかけて，どのような心理的変化を示す子どもの問題行動が増え

るのか，またそのような子どもの向学校的行動を促進するためには，いつ，どのような教師

の関わりが効果的なのかを明らかにするような縦断的な検討が必要だろう。
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